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１　はじめに
　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」（以下
「地教行法」）が平成１９年６月に一部改正（平成２０年４
月１日施行）され，その２７条の規定により，教育委員
会は，毎年，その権限に属する事務の管理及び執行の
状況について点検及び評価を行い，その結果に関する
報告書を作成し，これを議会に提出すると共に公表し
なければならないものとなった。また，この点検・評
価を行うに当たっては，教育に関し学識経験を有する
ものの知見の活用を図るものとされている。
　さらに，「教育振興基本計画」（平成２０年７月１日閣
議決定）の中で，教育委員会の責任体制の明確化を図
るとともにその体制の充実を促すために，地域住民の
意思の反映や議会による検証を可能とするように，教
育委員会の会議や活動内容の公開，第三者の知見を活
用した活動状況の点検・評価を促すといった施策が講
じられた。具体的な実施方法などについては地方教育
委員会に委ねられていることなどもあり，制度の全面
実施は，地方教育委員会にとって負担が大きいものと
なり，実施上の課題も多々あるものと思われる。
　本稿では，こうした現状を踏まえながら，山形県内
の市町村教育委員会並びに県教育委員会を対象に行っ
たアンケート調査の結果をもとに，本制度の実施状況
の実態を明らかにするとともに，効果的かつ効率的な
評価の在り方について検討する。また，教育委員会の
事務事業点検・評価が学校運営に及ぼす影響等につい
ても言及することを目的とする。
２　調査方法
　平成２２年８～９月に，山形県教育委員会（以下「県
教委」）並びに山形県内３５市町村（１３市１９町３村）の総
計３６教育委員会（以下「教委」）にアンケートを依頼し
た。そのうち３３教育委員会から回答を得た（回収率
９１．７％）。主な設問は，「実施状況」「未実施の理由」
「実施手順」「評価の視点・方法」「次年度への反映策」
「外部評価員の配置状況」「評価の施策改善効果」「評
価作業に対する感想」等である（資料１参照）。
３　調査結果
敢　実施状況
　回答のあった３３地方教育委員会のうち，市町村教委
と県教委の併せて２１教委が実施，未実施が１２教委と
なっている。実施率は６３．６％である。法施行３年目で
の実施率からみて，山形県では本制度は足踏み状態で
あることを示している。未実施のうち３つの教育委員
会では独自の評価は行っていないが，首長部局の評価
システムに教育委員会の事務事業をそのままの基準で
当てはめて実施していることからアンケートでは未実
施の回答であった。この３教委を実施に加えても実施
率は７１．４％で， ３割に近い教育委員会が実施していな
いことになる。未実施の教育委員会のうち，その理由
を「実施までの準備が不足している」点をあげたのが
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１）大学院教育実践研究科
　法令に規定された地方教育委員会における事務事業点検・評価の実施状況について，山形県及
び県内各市町村の教育委員会を対象にアンケート調査を行った。分析の結果，県及び市町村に
よって評価に対する捉え方や実施方法など傾向に差異が見られた。また，未実施の教育委員会も
複数有りその理由には同一的な傾向が見られた。本稿では，アンケートの結果分析を中心に報告
する。特に，評価方法の実態や実施上の課題を明らかにすることで，効果的かつ効率的な評価の
在り方について検討を加える。さらに，教育委員会の事務事業点検・評価が，学校運営に及ぼす
影響等について言及する。
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地方教育委員会における事務事業点検・評価の現状
－山形県市町村教育委員会アンケート調査報告－
８教委（６６．７％），「首長部局が未実施だから」が５教
委（４１．７％），そして「業務が錯綜しているから」が３
教委（２５．０％）となっている（複数回答による）。実施
予定年度については半数の６教委が２４年度までに実施
するとしているが，残りの半数は未定と回答してい
る。こうしたことから，日常業務が事業遂行に追わ
れ，点検・評価には手が回らないという状況が見て取
れる。
柑　外部評価
　外部評価については，１５教委（７１．４％）が実施して
おり， ３教委（１４．３％）は自己評価のみで行っている。
なお，他の３教委は無回答であった。外部評価員の選
定に当たっては１３教委が委嘱， ２教委が委嘱に加えて
公募でも数人を選出している。総数は， １～１５人と教
委によって大きく差が見られる（表１）。
桓　報告並びに公表方法・時期
　実施２１教委のうち議会報告を行っているのは１３教委
（６１．９％）で，最も早いものでは８月議会で報告して
いる。この教委の公表までの年度のスケジュールは，
次のようになっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４－５月　評価項目及び評価方法等を検討
５－６月　各担当課で自己評価
７－８月　教育長・部長・各課長等による会議で検討
外部評価員への説明とヒアリングを経て外
部評価の実施
８月　　　評価報告書の作成，教育委員会の議決，
　　　　　議会への報告
９月　　　HPでの公表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　この教委では，芸術文化及びスポーツに関する事務
を首長部局に移管しており，評価対象事業は全施策の
うち５０％の２５施策を選定して行っている。極めて短期
間に集中した作業は，他業務に負の影響を及ぼすこと
も懸念される。しかしながら，可能な限り年度の早い
時期に議会報告や公表が行われれば，評価結果をより
具体化して翌年度の施策に反映させることが可能にな
る。如何に早期に行っても，評価年度の次年度の予算
には反映させられず， １年間のブランクが生じてしま
うことは否めない。
　他の教委をみると， ９～１０月議会で報告しているの
が， ９教委（４２．９％）と一番多い。１２月議会， ２月議
会そして３月議会での報告がそれぞれ１教委ずつあ
る。多くは，「所属課での自己評価」→「教育委員会
事務局での総括的自己評価」→「外部評価員への説
明・ヒアリング」→「評価報告書の作成」→「教育委
員会への付議」→「議会への報告」→「ホームページ
（以下HP）等での公表」という過程で実施してい 
る。
　公表方法については，１１教委（５２．４％）がHPを利用
している。他に，広報誌への掲載，庁舎や各地区公民
館での閲覧など多様な方法を取り入れている教委が若
干ではあるが見受けられる。
棺　評価対象事業割合
　平成２２年度における評価対象事務事業数と全事務事
業にかかるおおよその割合について質問したところ，
２１教委のうち１００％と回答したのが４教委で，他は１０
～９０％と大きな差がみられた。１０％と答えた教委は，
自治体全体の総合計画並びに教育委員会重点施策に掲
げる事業のうち，住民と直結し注目度の高い主要事業
を対象としたとしている。また，３０％と答えた教委
は，主要事業計画のうち，成果や進捗状況について住
民に説明責任を果たす必要があると思われる事業を対
象としたとしている。また，前述の最短のスケジュー
ルで報告・公表をしている教委では，５０％の事業を対
象としており，今後おおむね５年間で重点的に取り組
む施策を中心に２５施策を選定している。このようにす
べての事業を対象とした評価ではなく，住民に直結す
る事業を選んで評価が行われている場合が多い。
　その特徴的な事例として，山形県教育委員会の取り
組みを取り上げる。県教委では地教行法に基づく点
検・評価とは別に，委員会事務局の各部局等を単位と
して，重点的に取り組む施策についての目標を設定し
て評価・検証・改善に取り組んでおり，当該「重点的
に取り組む施策」を，点検・評価の対象事業に設定し
ている。評価の具体事例を次に示す。
【重点施策】「時代が求める人材の育成」
【事業概要】
　　「小学校外国語活動推進のリーダーとなる教員の
養成」
　　平成２３年度からの新学習指導要領完全実施に向け
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て，小学校外国語活動の推進リーダーとなる教員の
養成研修会を開催する。
【事業実施状況】
　　教育事務所単位で年間２回ずつ指導者養成研修会
を開催
【目標】
　　小学校外国語指導者養成研修会の参加学校：５０％
【目標の達成状況と評価】　達成（６８％）
　　リーダーとなる教員の養成研修会に２１９校の参加
があり，リーダーを養成することができた。
【今後の対応】
　　引き続き，本事業を継続して，本県における小学
校外国語活動の充実を図る。
　このように，事業毎に数値目標を設定し，その結果
について達成・未達成等で評価している。数値化され
ないものについては，行動目標化して目標を設定して
いる。こうした数値目標設定による評価は，達成度合
いを見るのには極めてわかりやすい。県民の注目度に
則した事業選定を行っているといえる。
款　評価の観点・方法
　実施２１教委のうち，６１．９％に当たる１３教委が観点を
明確にして評価を行っている。最も多いのが『効率性』
と『有効性』，次いで『必要性』となっている（図１）。
『効率性』，『有効性』，『必要性』の３観点を含めて評
価しているのが１３教委中８教委（６１．５％）となってお
り，評価観点の中心を占めている実態が伺える（表
２）。
　表２のＤ教委では，全庁的に実施している行政評価
システム（仕事の検証システム）に則って，教育委員
会の事務事業点検・評価を行っている。このシステム
では，必要性，有効性，達成度，効率性の４つの検証
項目を掲げておりそれぞれの観点を次のように規定し
ている。まず『必要性』については，「自治体の関与の
妥当性」，「住民ニーズの把握」，「緊急性の有無」，「国・
県・他市町村との比較」としている。『有効性』につ
いては，「上位施策への貢献度」，『達成度』については，
「目標に対する達成度」としている。『効率性』につい
ては，「他の実施主体の活用」，「コストの削減努力」，
「受益者負担の正当性」としている。さらに観点ごと
に４つの選択肢を設定しており，該当する選択肢を自
己評価によって１つ選択すると総合点及び総合結果が
自動的に決定するシステムになっている。具体例とし
て，「自治体の関与の妥当性」を事例にあげると，「法
定受託事務または経営計画主要事業であるか」，「民間
ではできないまたは民間では実施していない事業であ
るか」，「民間に同様・類似のサービスがあるが質や量
等が不十分なためそれを補完する事業であるか」，「民
間に同様・類似のサービスが存在する事業であるか」
の４つの選択肢が設定されている。他の項目もそれぞ
れに則した選択肢が設けられている。この選択肢は順
に５０点，１５点， ５点，３０点と点数化され，その合計点
数を，８０点以上，７０－７９点，５０－６９点，４９点以下の４
段階に分けることで検証結果となっている。いずれの
教育委員会でも，評価結果を段階別に分けているが，
Ｄ教委のように検証結果を４段階に分けて評価してい
る教委が，２１教委中８教委（３８．１％）と最も多い。
　Ｆ教委では，数値化はしていないが各観点をそれぞ
れに対応する項目を設定し，絶対評価的な方法を用い
て評価している。具体的には，『必要性』については，
社会情勢や市民ニーズの変化に対応しているかという
視点から，「適切に対応している」，「概ね対応できてい
る」，「ほとんど対応できていない」の３段階を，『効率
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図１　評価の観点（数字は教委数）
表２　各教育委員会における評価観点項目
性』については，投入した経費に見合った効果が得ら
れているか（費用対効果は適正か）という視点から，
「十分に効果が得られている」，「ある程度の効果が得
られている」，「効果が得られていない」の３段階を，
そして『有効性』については，期待された成果は得ら
れたかという視点から，「期待した成果が得られてい
る」，「概ね期待した成果が得られている」，「期待した
成果があまり得られていない」の３段階をそれぞれ設
定し，項目毎に理由を付しながらいずれかを選択する
形で自己評価を行っている。Ｆ教委のように３段階で
評価を行っているのが５教委（２３．８％）である。他に
５段階及び６段階による評価が各１教委（４．８％）あり，
その他の方法で行っているのが６教委であった。
歓　次年度施策等への反映方法とその効果
　教委によって，表現の仕方や区分がやや異なるが，
概ね「拡充」，「継続」，「縮小」，「見直し」，「休廃止」
のいずれかで示して次年度の予算編成に反映させよう
としている。しかし，いずれの教委においても，評価
対象年度完了後の次年度に入って自己点検・評価を行
うため，次年度の予算や施策に直接反映できるシステ
ムにはなっているとはいえない。実際，各事業担当課
では，予算編成に合わせて，目標の達成見込等から自
己評価し，次年度施策に反映させており，実質的な意
味での反映はなされているといえよう。参考まで，表
２のＤ教委における評価基準と今後の対応の考え方
を，表３に示す。Ｄ教委では，自己評価が「Ｃ」及び
「Ｄ」となった事業については，事務の点検・評価報
告書において「今後の方向性」の欄を設け，次年度の
施策作成に反映させるような規定をしている。
　事務事業の点検・評価作業の持つ次年度等施策改善
への期待度を，「大いに役立つ」，「役立つときもある」，
「あまり役立たない」，「全く役立たない」の４肢選択
で回答を求めた。その結果を図２に示す。
 
　「大いに役立つ」，「役立つときもある」を合わせると
８１．０％が役立つと答えている。「あまり役立たない」と
答えた４教委のうちの１教委は，その理由について，
「改善したくとも，人的要因が８０％，財政的要因が
２０％で改善が進む状況にない」と答えており，こうし
た事務事業の点検・評価作業が，全面的な改善策には
ならないことを指摘している。
汗　事務事業点検・評価作業への各教委の捉え方
　事務事業の点検。評価作業に対する各教委の捉え方
を７肢選択法で回答を求めた。その結果を表４に示す。
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表４　事務事業評価作業への感想
図２　改善への期待度（数字は教委数）
表３　Ｄ教委の仕事の検証システム自己検証基準
○　各事業の方向性について再確認し，常に事業の目
標やねらいを意識する機会として有益であると思
う。
○　事務事業評価については，教育委員会に限らず事
業を的確に遂行するためには必ず行うべきであり意
義のあることと認識している。
○　設定した目標の達成に向かって努め，年度途中で
あっても達成見込等の状況を確認しながら，次年度
の施策を検討するサイクルが身に付いてきている。
△　費用対効果を検証することは必要であるが，それ
がすべてであってはならず，これをもって教育委員
会本来の業務の在り方を検証する必須のものとは思
えない。
△　意味がないとはいえないが，事業効果等の評価が
教育になじむのか疑問が残る。
△　達成度や目標値など，数値による評価の指標設定
が困難な分野が多く，評価自体が難しい。
　事務事業点検・評価を肯定的に捉えているのが，実
施２１教委のうち１１教委（５２．４％）で半数を超えている。
無意味若しくは不必要など否定的に答えたのが４教委
（１９．１％）である。また，肯定的ではあるが方法等に
疑問を呈しているのが５教委（２３．８％）で， １教委は
無回答であった。
漢　自由記入に見る本制度の実施状況と課題
　最後に教育委員会における事務事業点検・評価作業
全般に対する意見や要望などを，自由記入で回答を求
めた。その結果，１２教委から回答があった。この中に
は未実施の教委も含まれている。内容によって， 
「ア　教育委員会の独自性に関する内容」，「イ　評価
結果の反映に関する内容」，「ウ　制度の批判に関する
内容」，「エ　実施面での課題改善の努力に関する内
容」の４つに分類した。それぞれ意見のポイントとな
る箇所には，下線を施した。
ア　教育委員会の独自性に関する内容
（ア－１）
　６～７年前から首長部局の「３カ年実施計画」
の策定時に合わせて事務事業の評価を実施し，そ
の結果をホームページで公表している。こうした
中，地教行法に本制度が定められた。検討の結
果，教育委員会独自に行わなくとも今の方法で十
分主旨を反映できるものと判断し，独自の点検・
評価は実施していない。
（ア－２）
　平成２０年度に前年度の事業についての点検・評
価を実施し，議会報告や住民への公表を行った。
それ以降は，首長部局の事務事業評価と一体化し
て行っているため実施していない。地教行法に反
しているとの指摘がなされれば，再度独自に行う
ことになるであろうが，現状では即時に実施する
予定はない。
（ア－３）
　事務事業評価については，首長部局が中心と
なって全庁あげて取り組んでおり，教育委員会の
点検・評価もそのまま活用して実施している。教
育委員会独自で有識者をおいて外部評価を受けて
いるが，議会への報告書は全庁で行っている内容
と全く同じであり，教育委員会が独自で行うこと
はあまり意味がない。加えて，独自で行うとすれ
ば事務局員の過重負担となることが予想され合理
的とはいえない。また，全庁の評価と異なる結果
が出た場合，次年度以降の取り組みに混乱をきた
す恐れがある。現行の教育委員会評価システム
は，全庁的な事務事業評価の結果を追認するよう
なものになっており，教育委員会の「独立性」「独
自性が十分保障されているとは言い難い。
（ア－４）
　教育委員会だけの事務事業の点検・評価だけで
は，意味をなさなくなってきている。いかに独立
行政委員会であったとしても，首長部局の各課と
の連携と協力があっての事業が増えてきており，
自治協働を目指すうえで，本自治体が目指す方向
性を教育行政の方向性としながら，揺るぎない教
育行政を進めていかなければならない。そのため
に，小さな自治体だからこそ乖離があってはなら
ず，首長部局と協働していかなければならなく
なっている。そんな点検・評価であればいいと考
える。
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イ　評価結果の反映に関する内容
（イ－１）
　点検・評価の結果は，報告書にまとめ議会に提
出しなければならないが，その時期は決算とのか
かわりで９月の決算議会にならざるを得ない。そ
のため，点検・評価の結果を次年度の事業に反映
させようにも，その時点では事業年度の約半分が
経過していることになり，予算の反映も評価対象
年度の２年後の事業にならざるを得ない。
（イ－２）
　点検・評価の結果，効率性があるとされた事業
であっても，それにあった予算が付かない。
ウ　制度の批判に関する内容
（ウ－１）
　これまでも，事業点検や評価については教育委
員会が一定程度のお目付役となっていたが，さら
に外部の目から見て評価し，住民に公表すること
で施策の改善に役立つものと思われる。しかし，
特に教育分野では人的要素が事務事業の実施に大
きな影響を与えることから，労苦を要する外部評
価は行っていない。人的・金銭的な裏付けがなさ
れない限り，事務事業評価は「絵に描いた餅」に
なってしまうことが懸念される。公表することに
ついても，場合によっては自らの首を絞めること
にもなりかねない。
（ウ－２）
　事務事業の点検・評価の手法や様式等について
は，各教育委員会の裁量に任せられている部分は
あるものの，学識経験者の知見の活用という面に
おいては義務とされている。外部の評価について
は，パブリックコメントを求めるなど必ずしも学
識経験者でなくとも，様々な意見を聞く手法があ
ることから，義務制度については緩和願いたい。
（ウ－３）
　どの地方教育委員会においても最少の資源で最
大の効果を上げるべく努力をしている。市町村へ
義務づける以前に，国（文部科学省）での取り組
みが先ではないか。
エ　実施面での課題改善の努力に関する内容
（エ－１）
　統一された評価方法が明示されていないため，
他の教育委員会と比較してみるなどの活用を図る
のが難しい。また，実施事業を正当化する評価に
なりやすい。総合計画の施策目標に，それぞれの
事務事業を体系付けする必要がある。
（エ－２）
　評価開始当初は，評価項目や評価方法を模索し
ながら事務事業評価のスタイルでスタートした
が，教育委員会の施策の全体像が見えにくくなる
といった反省から，事業単位ではなくより大きな
くくりとなる施策を評価することとした。教育施
策についてはすぐに効果が見えにくい部分もあ
り，評価自体難しいものもある。
（エ－３）
　今回が初めての取り組みで，評価基準を設定し
たものの担当者によって捉え方にばらつきが生じ
てしまった。来年度以降，評価基準を見直すなど
統一的な捉え方ができるように改善していく必要
がある。
（下線は筆者）
　「ア　教育委員会の独自性に関する内容」について
は，教育委員会が単独行うことに対して疑義を唱えて
いる。確かに全庁の点検・評価システムで実施して
も，事業評価を遂行することに大きな問題が生じるこ
とは想定されにくい。地教行法に示された主旨を満た
すこともできる。また，首長部局と協働性をもつこと
は，縦割り行政の弊害を打開するためにも必要なこと
である。こうしたことからそれぞれの意見には妥当性
が見て取れる。単独実施の場合の事務局職員の負担加
重と非合理性については，方法面で対処していくこと
が必要と考える。
　「イ　評価結果の反映に関する内容」については，特
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に評価に基づく予算確保が評価対象年度の２年後に
なってしまうこと，事業の見直しを図るにも予算確保
の保証がないことがあげられている。特に，結果を予
算面から反映させるのに１年間のブランクが生じてし
まうことは，いずれの教委においても同じである。こ
のような即時性の無さが，制度の形骸化を生む原因と
なることが懸念される。この点について，ある教育委
員会は，「自己点検・評価は事務事業終了後，または目
標の達成の成否が判明していこうに行うため，次年度
施策（予算）に直接反映させるためのものとはなって
いない。しかし，各事業担当課では，予算編成に合わ
せて，目標の達成見込等から自己評価し，次年度施策
に反映させており，実質的意味での反映はなされてい
る」と指摘している。確かに，点検・評価の結果を事
業の遂行や施策の構想にいかに反映させるかが重要な
のであり，予算確保を最終目標とするのではない。次
年度の施策策定に反映させるためには，担当各課職員
一人一人が評価結果を十分認識するなどの意識の高揚
が必要となろう。
　「ウ　制度の批判に関する内容」については，予算的
裏付けに加えて人的要素の重要性が主張されている。
（ウ－１）での人的要素とは，事務局職員のことと読
み取れる。近年の行財政改革による公務員数の削減
や，経済状況の悪化に伴う実質給与の削減，時間外手
当の打ち切り，臨時職員の増加など地方公務員の労働
環境の変化が事務事業の実施にも少なからず影響を与
えている状況にあることは否めない。事務局職員への
過重な負担が課せられ，多忙化も進んでいる。特に，
小規模な市町村教育委員会では，複数の課を一つに統
合しているところもあり，外部評価を行うには時間も
職員も足りないというのが本心であろう。同様な事情
から，（ウ－２）のように，外部評価の義務制について
反対意見が出されるようになるのも，必然といえよ
う。
　「エ　実施面での課題改善の努力に関する内容」につ
いては，統一した評価基準や方法の必要性が出されて
いる。制度上，点検・評価に関する具体的な実施方法
などについては地方教育委員会に委ねられていること
から，統一性については教育委員会の責任において行
われることになる。（エ－１）の実施事業を正当化する
評価になりやすいという点については，外部評価を行
うことの必要性が強調されることになってくる。
４　考　察
　山形県の地方教育委員会においては，事務事業の点
検・評価の実施率が約７０％であること，未実施教委の
開始年度が未定なことなどから，取り組みが進んでい
るとはいえない。全庁システムでの評価になってしま
うと教育委員会の独自性を阻害すると捉えている教委
もある。教育委員会が行っている事務事業の点検・評
価を行うことを主眼としているのであるから，システ
ムが首長部局で実施しているものと同じになっても制
度上の問題は生じない。むしろ，負担を軽減するため
にも，規定のシステムがあればそれを活用すべきと思
われる。
　評価結果を，事業の拡張や縮小，休廃止など次期の
施策に反映させている教委が大半であるが，システム
化が進んでいる教委ほど，機械的仕分けになってくる
危険性を含んでいる。教育施策は即時的な効果が見え
にくいという特質があり，一度の評価結果のみでの判
断ではなく長期的展望に立って反映させることが大切
である。そのためにも外部評価の必要性がでてくる。
　小規模な教育委員会においては，事務局職員の不足
などから外部評価の未実施がみられる。こうした教委
では，外部評価員の人選や委嘱，資料作成等の過重な
負担が払拭されない限り，外部評価を行うことは困難
であろう。
　今回の調査を通して，事務事業の点検・評価は，こ
れまで慣習的に行ってきた事務事業を見直すよい機会
であると捉えてはいるが，最善かつ必須の制度と捉え
ている教育委員会は決して多くはない。逆に制度がで
きたが故に実施せざるを得ないといった負担感をもっ
たり，教育事業を評価することの困難さを持ちながら
取り組んでいる実態が明らかにされたといえる。
５　学校運営に及ぼす影響
　教育委員会の事務事業点検・評価は，公教育の在り
方，特に，管理下にある公立学校の運営に大きく関
わってくる。公立学校は，教育委員会の管理下で運営
されている。地教行法の改正によって，管理者である
教育委員会には，事務の管理と執行状況についての点
検・評価，議会への報告と公表を行うことが義務づけ
られた。さらに，文部科学大臣は，地方教育委員会に
対して是正または指示することができるようになっ
た。
　中嶋哲彦（２００８）は，「このことは国による教育委員
会の目標管理システムとして機能する可能性がある」
と指摘している。このような見方をすれば，国（文部
科学省）―都道府県教育委員会―市区町村教育委員会
―学校という縦系列ラインにおいて上意下達的な管理
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システムが一層強化されることになり，教育委員会の
自主性や独自性を萎縮することになる。それだけに，
ラインの末端にある学校は一つの行政組織となり，上
位組織から受ける影響は極めて直接的なものとなって
くる。
　学校とは，校長のリーダシップのもと，教師個々が
持つ教育の専門性を遺憾なく発揮することができる場
でなければならない。教育委員会が下支えにならなけ
れば，学校教育の目的達成は困難となろう。
　事務事業の点検・評価が，費用対効果の検証や事業
仕分けの手段となることを危惧する。地方教育委員会
においては，その施策が国や県の方針に基づきながら
も，地域に則した公教育，学校教育の推進を図るため
の事務事業点検・評価となるよう努力すべきである。
［付記］本研究を進めるに当たり，業務多忙の中アン
ケートに協力いただいた山形県教育委員会並びに県内
３５市町村教育委員会の担当の皆様に心からお礼を申し
上げます。
引用・参考文献
朝日町教育委員会『平成２２年度朝日町教育委員会事務
事業点検・評価報告書（平成２１年度分）』，pp．６-９ ，
２０１０
平原春好編：『概説教育行政学』，東京大学出版会，
pp．８７-８９，２００９
文部科学省：『教育振興基本計画』，pp．２６，２００８
中嶋哲彦：「教育行政における国－地方関係の変化と
その要因」，佐貫浩・世取山洋介編，『新自由主義教
育改革その理論と対抗軸』，大月書店，pp．１７８-
１８１，２００８
寒河江市教育委員会：『平成２２年度　教育委員会事務
事業点検・評価報告書（平成２１年度分）』，２００９
山形県教育委員会：『平成２１年度「教育に関する事務の
管理及び執行状況」の点検及び評価報告書』，pp．１５-
１６，２０１０
山形市企画調整部企画調整課：『平成２３年度に向けた
仕事の検証システムを活用した行政経営システム 
平成２２年度実施概要』，pp．２２-３３，２０１０
山形市教育委員会：『平成２１年度教育委員会事務の点
検及び評価報告書』，pp． ２ ，２００９
 
 
７８ 真木：地方教育委員会における事務事業点検・評価の現状
資料１　教育委員会の事務事業点検・評価に関するア
ンケート調査用紙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１ ．貴委員会の名称と事務事業評価の担当部局名を書
いてください。
　（　　　　　　）教育委員会（　　　　　　）課
２ ．事務事業点検・評価の実施状況についてお答えく
ださい。
　（　　）実施していない　→　質問３及び４へ
　（　　）実施している　　→　質問５以降へ
３ ．質問２で「実施していない」場合，その理由につ
いてお答えください。【複数回答可】
　（　　）要項等の準備が整っていないから
　（　　）首長部局が未実施だから
　（　　）担当部局の業務が錯綜しているから
　（　　）その他
４ ．質問２で「実施していない」場合，実施の予定の
有無と開始予定年度をお答えください。
　　平成（　　）年度から実施の予定
【これ以降は実施している委員会のみお答えくださ
い】
５ ．質問２で「実施している」とお答えの場合，実施
初年度と実施回数をお答えください。
　　平成（　　）年度から実施。
　　今年度（　　）回目
６ ．平成２２年度評価対象事務事業数と全事務事業に係
るおおよその割合をお答えください。
　（　　　）事業で，全事務事業の約（　　　）％
７ ．質問６で１００％にならない場合，どのような基準
で対象事業の選定を行っていますか。
８ ．評価の実施時期と手順をお答えください。
９ ．評価の視点と評価方法をお答えください。
１０．点検・評価の結果を，次年度にどのように反映さ
せようとしますか。
１１．外部評価員は公募・委嘱のいずれによるものです
か。また，その人数についてもお答えください。
　（　　）委嘱による
　（　　）公募による
　人数；（　　）名
１２．事務事業評価と次年度の施策改善との関連につい
て，次から一つお選びください。
　（　　）次年度の施策改善に大いに役立つ。
　（　　）次年度の施策改善に役立つときもある。
　（　　）次年度の施策改善にあまり役立たない。
　（　　）次年度の施策改善に全く役立たない。
１３．事務事業評価作業について，感想をお聞かせくだ
さい。【複数記入可】
　（　　）教育に短期間での費用対効果はなじまない
ため，こうした事業評価を行うことはあま
り意味がない。
　（　　）事業点検評価のための時間が多くとられ，
労苦も多く，多忙化が一層進んだと思う。
　（　　）事業評価よりも従来の業務に取り組む方が
効率的である。
　（　　）本来，レイマンコントロールの役目を果た
すために教育委員会制度がつくられたので
あるから，外部評価は屋上屋を重ねるよう
なものであり必要ない。
　（　　）教育委員会業務はこれまでどちらかと言え
ば前年度踏襲でやってきたことが多く，こ
の事業点検評価はそれを見直すよい機会で
ある。
　（　　）事業評価を行うことによって，教育委員会
の本来の業務の在り方が見えてきた。
　（　　）住民に開かれた教育委員会とするためにも，
本制度は必須のものである。
　（　　）その他
１４．教育委員会事務事業点検・評価に関する意見・要
望等を，ご自由に記入してください。
【アンケートへのご協力，ありがとうございました】
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